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【特集：教養教育を考える］
「教養教育」とキー・コンビテンシー
栗　田　充　治
教養教育を充実させる最近の動き
朝日新聞2007年10月22日付教育面は「全入時代」の大学における新
しい傾向として、教養教育を充実させる動きを取り上げていた。
まず、2007年度から、従来の文学・経済・国際の3学部を再稀して、
「リベラルアーツ学群」を新設した桜美林大学を紹介し、副学長の「社会
が求めているのは専門性だけでなく、もっと自由に発想でき、コミュニ
ケーション能力もある人間。それに結びつくのがリベラルアーツ」という
コメントを載せている。リベラルアーツ学群の科巨＝ま約750あり、学生は
2年次の秋からこれらの科Hを組み合わせて学ぶ主専攻を決めるが、副専
攻も学べる。また、学生の希望に応じて新しい主専攻を認める可能性もあ
ると言う。
次に紹介されるのは東京工業大学で、同大学では2006年度に世界文明
センターを新設し、人文・社会科学や芸術の教育を強化しているが、同セ
ンター・ディレクターの教員は「東工大が力を入れてきた古典的な教養教
育をふまえながら、現代的な課題にも積極的に取り組んでいきたい」と述
べている。
3番目は東京大学で、総長発案で2005年度からい2年生を対象に実施
し始めた「学術帰陣講義」を紹介している。テーマとしては、「物質の科
学」「社会の形成」「学問と人間」「エネルギーと地球環境」「情報が世界を
変える」等が順次登場してきている。同大学総合教育研究センタ一得任教
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授は「学生が高校までに学んできたことと最先端の学問をどうつなぐかは
大学教育の課題」だと述べ、「学術怖轍講義」を「新しい教養教育」とし
て位置づけている。
4番目に教養教育の「元祖」である国際基督教大学を取り上げ、早稲田
大学（2004年度）や、上智大学（2恥6年度）が国際教養学部を開設したこ
とへの対抗策としての教養教育強化策を紹介している。それによると、同
大学では2（知8年度から社会科学、理学などの全6学科を廃止して、新入
生に学科に属さないままさまざまな分野の基礎科目を学ばせ、2年次の
終わりに文学、経済、物理学など31分野から専修分野を選ばせるという。
文系、理系の学習歴を問わない幅広い進路選択を可能にすると共に、主専
攻2つタイプや主専攻プラス副専攻タイプなどの履修形態を可能にするの
が目的だ。
教養教育の変遷と教養部の解体
リベラルアーツIlberalartsは伝統的な教養教育の流れをつくった考え
方で、自由な学芸（欧州中世の大学における自由7科）liberalartsとしての
教養こそが個人の蒙を啓き人間の潜在的パワーを「解放liberate」すると
いう理念をもつ。教育類型としては、エリートの教育であり、古典学習を
その方法とする。
これに対して一般教育generaleducationは20世紀アメT）カの中等・高
等教育で打ち出された考え方で、現実の課題の解決に役立つ実際的能力
を「真の教養」として目標に据え、教育内容を主題に即して統合しようと
する方法論を持ち、民主主義社会を担う市民の教育を進めようとしている。
したがって、一般教育における「一般性」とは、「スペシャリストに対す
るジェネラリストを意味しているのではなく、現代の多様な課題の解決に
必要な教養の『一般性』を意味しており、民主主義社会の建設を積極的に
担う個人と共同体を形成する教育の『一般性』を意味している」（佐藤
学1996）という位置づけが説得力を持つ。
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第二次世界大戦後、新制大学の発足と共に日本の大学の前期課程に導入
された教養教育の中身は「一般教育」であった。自然、人文、社会の3つ
の領域に置かれた科目を学生が自主的に選択する学習類型が標準となった。
しかし、皮肉なことに、エリートの教育に対抗する理念をもつはずの「一
般教育」は、エリートの教育である問は破綻が表に出なかったが、高等教
育がエリートの教育でなくなり大衆化するにつれ破綻が表面化し形骸化し
て行った。
大学・短大進学率は1955年段階で約10％にすぎなかった（在学者約60
万人）。進学率15％未満の状態を「エリート段階」と呼ぶが、日本で進学
率が15％を超えるのは1963年である。1965年には進学率は約17％（同約
1（氾万人）になり、筆者のような団塊世代第一陣は49万人）が大学進学し
た1966年では16．1％、翌1967年が17．7％、1968年が19．5％と続き、日本
の高等教育は「マス段階」に入ったと言われる。その後進学率は上昇し続
け、1975年に約38％（同約200万人）に達したあと、平成初めあたりまで
しばらく横ばい状態が続くが、1993年に40％を超えると再び上昇を続け、
2∝嶋年に岨9％に達したあと、2005年には51．5％と、「ユニバーサル段階」
に突入した。大学・短大に加えて専門学校と高等専門学校4年次生を加え
ると進学率は75％に届き、同世代の4分の3が高等教育機関に在籍する
時代になる。
そして、在学者が300万人を超えた1991年、大学審議会答申『大学教
育の改善についてJ（以後「1991答申」と表記）が大学設置基準の大綱化を
打ち出すやいなや、全国の大学で教養部の解体が雪崩を打つように進んだ。
従来の大学設置基準が、大学教育を一般教育と専門教育に区分していた
ため、多くの大学ではそれぞれの教育を担当する教員を教養部と学部に分
けて組織していた。1991答申は高等教育の規制緩和と自由化を打ち出し、
一般教育と専門教育の科H区分を廃止し、「一般教育と専門教育」の有機
的連携を強調して、4年一貫カリキュラムの編成を求めたのである。とこ
ろが現実には肝腎の4年一貫カリキュラムの検討・実現より先に、教養
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部の解体・学部縦割り化だけが進んだ。亜細亜大学でも、2∝）1年度から、
教養部を解体し、教養部教員は経営、経済、法、国際関係の4学部に分属
した。
「学士課程教育」における教養教育の在り方
2005年中央教育審議会答申『我が国の高等教育の将来像』（以後「2∝）5
答申」と表記）は、そうした大学の混迷状況に業を煮やして出された提言
である。4年一貫カリキュラムの各大学独自の個性的な結成を促すために、
ここで初めて「学士課程教育」という表現が採用された。「学士課程教育」
というとらえ方は、20∝）年代に入って私立大学連盟でのFD研修会などで
耳にしていたが、2005答申では我が国の高等教育の将来像を検討する基
本的な視座として、「学位を与える課程」を中心に高等教育の在り方を考
えていこうとする姿勢が提示されたと受け止めている。同答申は「今後は、
教育の充実という観点から、学部や大学院といった組織に着目した整理を、
学士・修士・博士・専門職学位といった学位を与える課程中心の考え方に
再整理していく必要があるのではないか」と問題提起している。
ここではその間題にこれ以上踏み込まないで、同答申が教養教育に触れ
ている部分を紹介しておこう。
新たに構築されるべき「教養教育」は、学生に、国際化や科学技術の進
展など社会の激しい変化に対応しうる統合された知の基盤を与えるもの
でなければならない。各大学は、理系・文系、人文・社会・自然といっ
た、かっての一般教育のような従来型の縦割りの学間分野による知識伝
達型の教育や単なる入門教育ではなく、専門分野の枠を超えて共通に求
められる知識や思考法などの知的な技法の獲得や、人間としての在り方
や生き方に関する深い洞察、現実を正しく理解する力の洒養に努めるこ
とが期待される（第3章1（1）（エ）学士課程より）。
このあと同答申では、教養教育に携わる教月には「高い力量」が求めら
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れるとし、絶えず授業内容や教育方法を改善する努力を求めているが、引
き続いて、カリキュラムについて次のような注文が付けられている。
学士課程は、基本的役割として、学生の人格形成機能や生涯にわたる学
習の基礎を培う機能を担っており、内容の充実した教養教育や専門教育
を行うことが不可欠である。そこで、学士課程教育の充実のため、学問
分野ごとにコア・カリキュラムが作成されることが望ましい（同前）。
2005答申は、もう一つ、高等教育の質の充実を課題としており、卒業
が授与された学位にふさわしい国際的に通用する能力を証明できるよう、
いわゆる「出口管理」を強化することを大学に求めた。そうすると、「学
士」という学位を出す教育課種が、学生に獲得させようとする能力とは何
か、を各大学は明らかにしなくてはならない。教養教育の場合は、上記答
申にあるように、
「専門分野の枠を超えて共通に求められる知識」
「思考法などの知的な技法の獲得」
「人間としての在り方や生き方に関する疎い洞察」
「現実を正しく理解する力」
というところが差しあたりの共通の教育目標ということになろうが、た
とえば、「専門分野の枠を超えて共通に求められる知識」とか「現実を
正しく理解する力」とは具体的にどんな知識か、必ずしも自明ではない。
（注）
「学士課程教育」が学生に獲得させようとする能力
2（氾5答申には各種資料が添付されている。その中の、経済同友会・学
校と企業経営者の交流活動推進委員会編「F企業の採用と教育に関するア
ンケート調査j結果」（1999年12月）によると、経済同友会会員所属企業
233社が回答する「新卒採用者選考の際、ビジネスの基本能力などとして
特に重視している能力」の上位5項目は、
85
「熱意・意欲」（71．7％）
「行動力・実行力」（49．8％）
「協調性」（四．6％）
「論理的思考力」（27．5％）
「表現力・プレゼンテーション能力」（21，5％）
である。
「専門知識・研究内容」は第9位14．2％であり、「一般知識・教養」は
第12位5．6％である。大学院卒レベルだと、「専門知識・研究内容」は第
3位封．6％にあがるが、学士課程段階ではそれほど重視されていない。ち
なみに第6位以下の項目を挙げておくと、第6位は「常に新しい知識・能
力を学ぼうとする力」16．7％、第7位は「問題解決力」と「創造性」が同
率で15．5％、第10位は「国際コミュニケーション能力」と「課題発見力」
が同率で7．7％といったところで、「コンピュータ活用能力」はこの時期
だとまだ低く、最下位1．3％である。
経済同友会は2003年4月に「若者が自立できる日本へ」と題する提言
を行っているが、この中で、若者が自立するために必要な力について、次
のように述べている。
・社会人としての力とは、基礎的な学力、自分の考えを伝え他者の考
えを理解する力、他者を尊重し円満な関係を築きながら共に行動す
る力、自分自身をコントロールしたり動機付けする力、必要なとき
に自ら学ぶ力、そして、悪いことを悪いと思う心などである。これ
を基礎に、就業観や職業に関する知識を身につけ、自分の強みや個
性を認識することで、それぞれの人生における目標を兄いだすこと
ができるのである。そうした「自立した個人」を若いうちに育成す
ることが重要である。
・大学では、まず基盤となる教養教育（哲学、歴史、文学、芸術、科学な
ど）を重視する。その上で、専門教育・実践教育を大学院も含めて充
実させる。
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・大学は大衆化の時代を迎え、自由競争のもと、それぞれの特色を明
確にした多様な教育を影響していく必要があるが、専門性の追求と
共に、哲学的なものの考え方や人間観を深めるため、教養教育を必
修とし、徹底して学べるようにすべきである。
日本経済団体連合会「21世紀を生き抜く次世代教育のための提言」（2∝国
年4月）では、産業界としては3つの力を備えた人材を求めているとして、
次の3つをあげ、大学在学中に、学生が自分で目標を立てその達成に向け
て継続的に課題に取り組む意欲を持続させ、試行錯誤し取り組んだ体験を
有すること求め、大学がそのような有意義な体験を得ることができる場と
なることを期待している。
1志と心（社会の一員としての規範を備え、物事に使命感を持って取り組
むことのできる力）
2　行動力（情報の収集や、交渉・調整などを通じて困難を克服しながら、
目標を達成できる力）
3　知力（深く物事を探求し考え抜く力）
「生きる力」と新しい学力観
2005答申における「新たな教養教育」に期待されている「社会の激し
い変化に対応しうる統合された知の基盤を与えるもの」というイメージは、
初等・中等教育のレベルで学習指導要領の基本理念として示される「生き
る力」と重なっているように感じる。
「生きる力」が基本理念として打ち出されたのは、第15期中央教育審議
会第1次答申「21世紀を展望した我が国の教育の在り方について」（1995
年7月）である。「生きる力」は3つの内容からなり、第1に「自分で課
題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断し、行動し、よりよく問
題を解決する能力」、第2に「自らを律しつつ、他人とともに協調し、他
人を思いやる心や感動する心など豊かな人間性」、第3に「たくましく生
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きるための健康や体力」と説明されている。この「生きる力」の前提に
なったのが、1989年の学習指導要領改訂に伴って強調された「新しい学
力観」の考え方であった。新しい学力観とは、従来の、範囲の定まった特
定の「知識や技能」を主な内容とする「古い学力観」に対して、「自ら学
ぶ意欲や思考力、判断力、表現力などを学力の基本とする学力観」である。
この学力観に伴って、学校現場には絶対評価の方法として「観点別学習状
況の評価」が導入され、「関心・意欲・態度」、「思考・判断」、「技能・表
現」、「知識・理解」という4つの観点から、児童・生徒の個別の学習プロ
セスを評価することが求められている。「関心・意欲・態度」という、従
来は評価の際の副次的な観点でしかなかったものが、評価の第一の観点と
されたことに、「新しい学力観」の考え方が反映されている。
OECDのRSA調査
こうした日本の教育施策は、国際的な教育動向に無縁のものではない。
ユネスコ21世紀教育国際委員会の報告書r学習：秘められた宝』（1996
以後「ユネスコ19弧」と表記）は、未来の教育の柱として、次の4つの学習
の柱を提示している。
1知るための学習
2　働くための学習
3　他者と共に生きるための学習
4　人間となるための学習
これまでは1「知るための学習」や2「働くための学習」に重点を置い
ていたが、これからは3「他者と共に生きるための学習」や4「人間とな
るための学習」が大切になってくると展望している。
ユネスコのこうした問題意識は、日本でも教育界を騒がせ、学力低下と
いう不安から「ゆとり教育」を転換するきっかけとなった経済協力開発機
構OECDのPISA調査と結びついてくる。
OECDのPISA調査は「義務教育終了段階の15歳児が持っている知識
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や技能を、実生活にさまざまな場面で直面する課題にどの程度活用できる
か」という応用力を評価する調査で、2000年に始められた。3年ごとに行
われるが、過去3回の結果は次の通りである。
2（X施 年 調 査 2（沿3年 調 査 2（Xカ年 調 査
科 学 的 リテ ラシー 日本 の 得 点 531 548 5討）
1位 の得 点 （因 ） 563（フィンランド）封8（フィンランド） 552（韓 国）
OECD 平 均 5（沿 500 5〔沿
日本 の 順位 6 2 2
総 合読 解 力 日本 の 得点 498 498 522
1位 の得 点 （国） 56（韓 因 ） 別3（フィンランド）封6（フィンランド）
OECD 平 均 492 494 50）
日本 の 順位 15 14 8
教 学 的 リテ ラシー 日本 の 得点 523 534 557
1位の 得 点 （国） 封9（台 湾 ） 550（香 港 ） 557（日本 ）
OECD 平均 498 5〔氾 5（XI
日本 の 順位 10 6 1
この結果の分析については、さまざまな論評が行われているので、ここ
では取り上げないが、ここでの得点というのは、いわゆる「偏差値」であ
り、平均500点からの隔たりの値である。日本ではこれを10で割って平
均50点の偏差値としている。偏差値の誤差は通常プラス・マイナス5（1（泊
点の場合）が想定されているので、日本の得点の6年間の低下というのは、
すべて誤差の範囲のものである。大騒ぎするのはどうかと思うが、むしろ、
大切なポイントは、読解力、数学的リテラシー、科学的リテラシーの3つ
の力を問うた設問ごとの得点や得点の6段階レベルの割合であることを指
摘しておくにとどめる。
3つの力のPISA定義は次の通りである。
読解力（読解リテラシー）
自らの目標を達成し、知識と可能性を発達させ、社会に参加するために、
書かれたテクストを理解し、活用し、探く考える能力
数学的リテラシー
数学が世界で果たす役割を知り理解するとともに、社会に対して建設的
β9
で関心を寄せる思慮深い市民として、自らの生活の必要に見合った方法
として数学を活用し応用し、より根拠のある判断を行う能力
科学的リテラシー
自然の世界および人間活動を通してその世界に加えられる変化について
の理解と意思決定を助けるために、科学的知識を活用し、科学的な疑問
を明らかにし、証拠に基づく結論を導く能力
キー・コンビテンシー－人生の成功と正常に機能する社会のために必
要な基盤的能力
PISA調査は認知的能力とともに、関心や意欲を問うており、その意味
で、「新しい学力観」と同様な見方に立ち、知識や技能の習得だけではな
く、学習への意欲や関心から行動の在り方に至るまでの広く深い能力観
が必要だと考えている。OECDではPISA調査と関連して、「コンビテン
シーの定義と選択：その理論的・概念的基礎」プロジェクト研究を進め
ており、成人の能力概念を整理しようとしているが、その研究成果とし
て、人生の成功と正常に機能する社会のために必要な基盤的能力（キー・
コンビテンシー）を次のようにまとめた（ドミニク・S・ライチェンほか編著
2∝絡）。
相互作用的に道具を用いる力
・言語、シンボル、テクストを相互作用的に用いる能力（PISA調査に
おける読解力と数学的リテラシーはこの能力を具体化したものである）
▼　知識や情報を相互作用的に用いる能力（何が分かっていないかを知り、
決定する。適切な情報源を特定し、位置づけ、アクセスする。その情報の
質、適切さ、価値を評価する。知識と情報を整理する）
・技術を相互作用的に用いる能力（ネットワークを促進する。他の人と会
話する可能性を活かす）
異質な集因で交流する力
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・他人といい関係をつくる能力（共感性。他人の立場に立つ想像力。自分
の状態と他人の状態を読み取る力）
・協力する能力（自分のアイデアを出し、他人のアイデアを傾聴する力。討
議の運営能力。持続可能な協力関係をつくる力。交渉力。異なる反対意見
を考慮して決定できる包容力）
・争いを処理し、解決する能力（争いの原因と理由を分析する。合意でき
る領域とできない領域を確認する。問題を再構成する。要求と目標の優先
順位を付ける）
自律的に活動する
・大きな展望の中で活動する能力（パターンの認識力。理想を持つ。自分
の行為の結果を知る。目標実現の方法を考慮し、選択する）
・人生計画や個人的プロジェクトを設計し実行する能力（計画を決め、
目標を定める。目榛の優先順位を決め、整理する。必要な資源のバランス
を取る。過去の行いから学ぶ。進歩をチェックし、必要な調整を行う）
・自らの権利、利害、限界やニーズを表明する能力（選挙を理解する。
規則や原則を知る。権利や要求を自分のものとする根拠を持つ。処理法や
解決策を指示する）
以上の3つのキー・コンビテンシーの核心は「思慮深さreflectivity」で
ある。こうしたキー・コンビテンシーを抽出した基準は次の3つである。
1全体的な人生の成功と正常に機能する社会という点から、個人及び
社会のレベルで高い価値を持つ結果に貢献する力であること
2　幅広い文脈において、重要で複雑な要求や課題に答えるために有用
であること
3　すべての個人にとって重要であること
今日の高等教育が目標とする教養はこのような「思慮深さ」であると
言ってもよかろう。その「思慮深さ」は個人にとっても社会にとっても
「利益」を与える力であるキー・コンビテンシーとつながった「思慮深さ」
である。特定の知識や技能といった力だけではなく、個人の価値観や社会
的な責任能力、行動力、共感性、政治的素養や道徳的態度などを含み込
んだ「思慮深さ」である。これまで紹介してきたように、経済界を初め、
色々なことばで表現される「教養」概念は、ニュアンスこそ違え、基本的
な部分は重なり合っているように思える。そう考えると、今日の学士課程
教育とは、まさしく、教養教育をその中心としたものであるはずである。
大学の機能分化と学生事情
2005答申は全入時代に対応する大学の個性化を進めるために、大学の
機能分化を前提に、高等教育機関の7つの機能を挙げている。
1世界的研究・教育拠点
2　高度専門職業人養成
3　幅広い職業人養成
4　総合的教養教育
5　特定の専門的分野（芸術・体育など）の教育・研究
6　地域の生涯学習機会の拠点
7　社会貢献機能（地域貢献、産官学連携、国際交流など）
各大学は、この7つの内のどれとどれに自分たちの個性を特化するの
か、大学の将来像を明確にすべきだということである。r社会力j（岩波新
書）の著者である門脇厚司氏を学長に迎えて2（氾5年、四年制大学として
再出発した筑波学院大学は、20（垢年度からオフ・キャンパス・プログラ
ム（OCP）として「実践科目A・B・C」を1年から3年に必修科目とし
て配置して、つくば市民活動推進機構と協定を結んで、ボランティア活動、
地域貢献活動を全学生に行わせるという教育方針を掲げているが、これな
どは上記7の社会貢献機能を大学教育の中心の一つに据えた例である。
これに関連して、構成忠男法政大学元総長は、もっとあからさまに言っ
ている（構成20髄）。
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学生のタイプによって、教育のあり方を変える必要があろう。……学
力、学習意欲ともに強い学生群は、いわゆる一流大学に入り、エリート
予備軍になる。こうした学生には、幅広く、深い教養教育を通じて基礎
をしっかり教え込む必要がある。社会の方向性と自己の役割を主体的に
考えさせる。専門分野の統合を円滑にするために社会対応力を身につけ
させる。コミュニケーションやインターアクションの能力、チームワー
クのスキル、ディベート能力などを向上させ、コラボレーションの効果
を上げるのである。……逆に、学力、学習意欲ともに低い学生は、明確
な希望に乏しく、何をやってよいか分からない者が多い。こうした学生
の多くは、「定員割れ」大学が引き受けることになる。こうした学生の
教育において、何よりもまず必要なのは動機づけである。学習意欲を生
み出し、向上させるための動機づけである。そのためには、まず身の回
りの状況を学生に理解させる。たとえば、コミュニティーを対象にした
フィールドワークに参加させ、問題の発見と解決を試みさせる。この過
程で学生に社会対応力が身につくことになる。結果として、学生個人の
方向性も明らかになる。
構成氏の見解には、正論と見当違いが入り乱れている。学生のタイプや
状態に応じて教育の方法を変えるのは正しい。しかし、たとえば、東京
大学の学生の4割が「卒業後にやりたいことが決まっていない」と回答し、
受講している授業が「やりたいことに関わっていない」と回答する学生も
4割存在するという事実がある（川嶋大津夫2∝冶）。
つまり、一流大学と「定員割れ」大学との区別なく、将来の進路が未確
定のまま大学に進学している学生がかなり多く存在するのが現実である。
最近のボランティアをやる学生の傾向としても、世のため人のためという
正統派の動機のほかに、自分探し的動機（出会いの場を求める、新しい感動
経験を求める、自分のやりたいことを発見したい、自分の技術を活かしたい等）
でボランティアに関わる者が増えてきていることは、現場の実感するとこ
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ろとなっている。
先に紹介した筑波学院大学の「つくば市をキャンパスにした社会力育成
教育」事業は「現代GP（現代的教育ニーズ取り組み支援プログラム・地域活
性化への貢献）」に採択されており、筆者は2008年6月に同大学で開催さ
れた第26回全国民間ボランティア・市民活動推進者企画戦略会議の分科
会での事例発表を聞きに出かけた。発表ではOCP推進室に学生スタッフ
として関わる学生数名も加わって、自分たちの学習体験を語ってくれた。
OCP推進室は学部長を中心に教職員8名で構成し、社会カコーディネー
ター3名と学生スタッフ32名で運営しているそうで、地元のボランティ
ア・市民活動団体100団体と事業協定書を取り交わし、そのうち、約70
団体に学生を派遣してきたと言う。
学生スタッフは、口々に、「自分の思いと他人の思いの調整に苦労す
る」、「途中でなぜこんなことをやっているのかと悩んだ」、「目立ちたがり
で手を挙げたが思いだけではうまくいかないという課題を知った」、「成果
を伝えるのが難しい」、などと今の課題を話してくれたが、ひとりの学生
が、「人前で話すのが苦手だった自分が、こうして大人の人を相手に話せ
るようになったのが嬉しい」、と語ったのは正直な気持ちであろう。教貞
歴33年というOCP推進室担当教員が、「このプログラムの中で学生が生
き生きと動くようになる変わりようは、大学教師として初めての手応えで
した」と、しみじみと語った思いは、学生のボランティア活動につき合っ
てきた筆者も共感するところである。
ユネスコ1996の提言する「他者と共に生きるための学習」や「人間
となるための学習」は、今日の大学における教養教育の中核に据えるべ
き内容であろう。その学習は、学習者の中に育てる能力の内容としては、
キー・コンビテンシーとして挙げられる3つの基盤的能力、「相互作用的
に道具を用いる力」「異質な集団で交流する力」「自律的に活動する力」を
意識した学習となるであろう。その能力は、個人の人生だけに役に立つも
のではなくて、他者のためにも、社会の正常の発展のためにも役に立つも
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のであり、その能力を身に付けた人は、「思慮深い」人と認められるであ
ろう。
注
2α娼年3月25日に公開された中央教育審議会（大学分科会の制度・教育部会）
『学士課程教育の構築に向けて（審議のまとめ）」では、「学士力」ということば
をつくって、学士課程の各専攻分野で共通に育成する資質の内容として次の4分
野13項目を挙げている。
1．知識・理解
専攻する特定の学問分野における基本的な知識を体系的に理解するとともに、
その知識体系の意味と自己の存在を歴史・社会・自然と関連付けて理解する。
仙多文化・異文化に関する知識の理解
（2）人類の文化、社会と自然に関する知識の理解
2．汎用的技能
知的活動でも職業生活や社会生活でも必要な技能
（1）コミュニケーション・スキル
日本語と特定の外国語を用いて、読み、書き、開き、話すことができる。
（2）数量的スキル
自然や社会的事象について、シンボルを活用して分析し、理解し、表現するこ
とができる。
（3）情報リテラシー
ICTを用いて、多様な情報を収集・分析して適正に判断し、モラルに則って効
果的に活用することができる。
（4）論理的思考力
情報や知識を複眼的、論理的に分析し、表現できる。
（5）問題解決力
問題を発見し、解決に必要な情報を収集・分析・整理し、その間題を確実に解
決できる。
3．態度・志向性
（1）自己管理力
自らを律して行動できる。
（2）チームワーク、リーダーシソプ
他者と協調・協働して行動できる。また、他者に方向性を示し、目標の実現の
ために動員できる。
（3）倫理観
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自己の良心と社会の規範やルールに従って行動できる。
（4）市民としての社会的資任
社会の一員としての意識を持ち、義務と権利を適正に行使しつつ、社会の発展
のために積極的に関与できる。
（5）生涯学習力
卒業後も自律・自立して学習できる。
4　統合的な学習経験と創造的思考力
これまでに獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し、自らが立てた新た
な課題にそれらを適用し、その課題を解決する能力
これは、「学士」という学位が保証する資質の内容を、「21世紀型市民」に期待
される能力の内容として、因が示そうとすることである。参考指針とはいえ、大
学人としては、教育内容への国の介入と映るのは自然であろう。2㈱8年6月か
日付の朝日新聞教育面では「学士の質　どう保証」と題して、この間題を取り上
げているが、そこでも、「大学に学習指導要領のようなものを導入されても困る」
とか「他律的かつ一律的な教育の標準化につながる懸念を払拭できない」という
大学関係者の困惑の声を紹介している。大学、特に私学は、建学理念や建学の使
命を大学の個性として持っている。建学理念を今日に活かす大学精神の在り方を
日々確かめながら、教育・研究を進めている。国による参考指針の提示は、大学
の個性化、教育の多様化の流れに逆行する試みになる危険性を感じる。
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